
（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

法人名：

１　法人の概要

２ 役員数 （単位：人）

（各年度７月１日現在）

３ 職員数 （単位：人） （単位：人）

※職員数に派遣労働者は含まない。 （各年度７月１日現在）
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水産課

出捐比率出捐額（千円）
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新潟県の水産業の振興に係る事業を推進し、もって県民に安心安全な水産物を安定的に提供す
ることを目的とする。

設立（出捐）の
経緯及び経過

昭和52年８月に栽培漁業の推進を目的とした新潟県栽培漁業協会が発足。民間企業等からの県
への寄付を造成し、県が出捐。その後、（社）新潟県水産振興協会に名称変更を行い、平成22年４
月に財団法人新潟県水産振興基金を吸収合併。平成24年４月から公益社団法人に移行。
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県担当課

HPアドレス

設立年月日

出捐団体名

新潟市中央区万代島２番１号

Ⅰ 組織点検シート

所在地

基本財産

担当者氏名 内線

公益社団法人　新潟県水産振興協会

代表者職・氏名 代表理事会長　寺尾　和弥

2,235,703 千円

％

千円

県の出捐額に
係る評価額

2,068,059 千円

千円



４　県職員比率等

※常勤役員平均年収は、役員報酬のほか、常勤役員で職員（事務局長等）を兼ねる者に対する職員分の給与等を含む。
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県からの派遣職員及び県OB職員はいな
い。

県OB職員比率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

正職員平均年収

県派遣職員比率 0.0% 0.0%
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（単位：％、金額単位：千円）

R4年度 R5年度 R6年度 前年度比増減 分析・評価

平成22年の合併に伴い、両法人で３名い
た県職員常勤理事を１名に削減。
県OBが常勤理事として勤務している他、
非常勤理事、監事は無報酬としている。0



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　決算の推移 （決算日：３月31日）

２　負債の部のうち県の支援状況
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Ⅱ　財務点検シート

（単位：千円）
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公益社団法人　新潟県水産振興協会
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債務保証残高

損失補償契約に係る債務残高



３　県の財政支出状況

４　主要経営指標

※1　（正味財産の部-不良資産等）／（総資産-不良資産等）

※2　（流動資産-不良債権等）／流動負債

５　決算情報等の開示状況

長短借入金／資産借入金依存度

その他県支出

指定管理料

負担金

委託料

補助金

人件費／総収入
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▲ 56.7

前年度比増減

0

0.0% 0.0% 0.0
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分析・評価R4年度 R5年度

0

分析・評価

実質自己資本比率 ※1 98.2% 98.3% 特に問題ない数値となっている。

実質流動比率 ※2 405.8% 494.5% 437.8%

R6年度

0.0%

貸付金

0

積極的に開示している

開示していない

開示状況

県財政支出／総収入補助金等依存率 0.0%

0

31.3%

▲ 0.1

0.0%

98.2%

0.0

人件費比率 27.6% 31.1% 3.5

・ホームページ上で公開
・県の情報公開条例に準じた規定を策定
済

ホームページ上で、財務情報等を閲覧できる
ようにしており、積極的に開示されている。

開示方法 担当部局の評価

〇



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　政策目標（県）

２　政策目標達成に向けた県と法人の役割分担

３　主な事業の実施状況

1

2

Ⅲ　事業点検シート

法人名：公益社団法人　新潟県水産振興協会

【水産業の振興と資源の適切・有効活用】
収益性の高い漁業への転換と漁業者の世代交代を促進し、水産資源の計画的な利用を促す環境を整えることにより、水産
業を発展させる。

県の役割 法人に期待する役割

指標を掲げる計画等の名称 成果指標（達成目標） 目標値（R7年度） 最新値（R6年度）

法人に委ねる理由 説明

〇 県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能 法人の持つ放流用種苗生産技術を活用することにより、県が
直接事業を行うよりも効率的に事業を実施することが可能

その他

県が直接事業実施することが困難

- - - -

限られた水産資源を有効利用するため、資源管理を推進する
とともに、漁場を最大限に活用する取組を推進する。

栽培漁業に係る調査、種苗生産・放流・斡旋事業

ヒラメ種苗生産尾数
　全長　30㎜　700千尾
　全長　40～80㎜　300千
尾
アユ種苗生産尾数
　体重　１g　　2,000千尾

計画どおりの尾数を生産する
ことができた。

事業名 事業概要 事業費（千円） 主な実績（アウトプット） 事業の評価、今後の方向性

栽培漁業推
進事業

ヒラメ・アユ種苗生産、販売等 114,830

その他事業
漁港事業、助成事業、調査研究
事業

13,549
漁港・海岸の清掃活動助
成　５市村　12カ所

漁港・海岸の美化を図るととも
に、漁業者と地域住民等との
交流を促進することができた。

【参考】 県の政策目標に係る成果指標　　※ 法人業務に限らず各種県施策等も含めた総合的な成果指標



４　県が期待する効果の実現

十分実現している

R5 R6

評価結果 評価理由

〇

792 645

・「新潟県栽培漁業基本計画」では種苗放流を推進することが適当な水
産動物としてヒラメ、アワビ及びクルマエビの３種を掲げている。
・ヒラメについては協会が生産しており、30㎜の種苗を希望サイズに育
成し配布している。
・アワビ、クルマエビについては、協会で生産していないため、他県生産
種苗の斡旋業務を行っている。
【評価】
・ヒラメ、アワビ、クルマエビの配布数は希望数量を確保、放流できてい
るため、効果が十分実現している。

概ね実現しているが未実現の部分がある

実現出来ていない

県が期待する役割 効果測定指標 R4

≪指標の選定理由、目標値の設定根拠、当該指標と県の政策目標（成果指標）との関係性≫

漁協、漁業団体、市町村、研究機関、水産振興協会からなる委員会の意見を聴いたうえで、放流する種苗の資源状況や漁
業者の要望状況等を勘案し、県で指標を定めている。水産振興協会が栽培漁業推進事業において、放流用種苗の生産を着
実に行うことにより、各漁協の放流事業が担保され、水産業の発展に向けた、収益性の高い漁業への転換等が図られる。

種苗生産・放流・斡旋事業 種苗配布実績数（単位：千尾）
※ヒラメ、アワビ、クルマエビ種苗の合計
数

目標 950 950 950

実績 897



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　法人の課題とその解決に向けた取組状況

人員の募集を行う。

財務の課題
（現状分析）

外国債券の運用は順調であるが、物価や電気代の高騰により種苗生産する際の費用が増
加している。
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取組実績
（進捗状況）

各地で行われている放流イベント等にも供給できるよう情報収集に務めている。また、機器
類の点検等をこまめに行うことで、大きな故障が起きないようにしている。事故等で種苗生
産が不調でも漁業関係者等への種苗供給を極力行えるよう、他県の種苗生産機関と連携
をとり余剰種苗があった場合に提供受けられるような体制をとっている。

今後の取組
施設は県が所有しているので、修繕等については、計画的な施設の補修、更新を行えるよ
う協議していく。

Ⅴ　課題整理シート

法人名：公益社団法人　新潟県水産振興協会

組織の課題
（現状分析）

職員数が減少し、業務量に対して人員が不足している。

取組実績
（進捗状況）

令和元年　常勤職員１名を嘱託員へ変更
令和４年　 常勤職員を１名雇用
令和６年　 常勤職員を２名雇用
令和７年　 常勤職員１名退職

運用益を確保するため、高利回りの債券を購入した。また、引き続き経費の削減に努めて
いる。

栽培漁業の縮小と義務放流量の減少に伴い、ヒラメ、アユ種苗の需要減少が懸念される。
また、施設の老朽化で、取水やろ過等の能力が低下するとともに故障も増え、安定的な種
苗生産への支障が懸念される。

事業の課題
（現状分析）

取組実績
（進捗状況）

今後の取組 引き続き高利回りの債券への入替を検討するとともに、経費削減に努める。
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２　県として法人に対する今後の運営指導方針

【参考】 令和元年度（「新潟県行財政改革行動計画」始期）以降の県関与の見直し状況

   公益法人としての性格上、収支相償が求められる一方、安定的な経営も求められるため、中長期的な視点で、
収益を漁業者等へ還元できる事業計画、事業実施が必要であるが、今後も、公益法人としての役割を果たし、県
水産業の振興等に貢献してほしい。
   ヒラメ、アユの供給については、漁獲・資源状況等について情報提供を行いつつ、適切な放流手法等について
助言する。また、施設の老朽化への対応については、突発的な事故・修繕を防ぐためにも、計画的な施設の更新・
修繕等については、協会と事前に協議の上対応していきたい。


